	日　光　協　ニ　ュ　ー　ス

  No.234  
2020-02 

日本光学工業協会


技能検定委員会開催

令和２年２月１４日(金)に、技能検定委員会が開催されました。この委員会では、昨年１２月に実施された平成３１年度後期技能検定「光学機器組立て作業実技試験」の反省を行い、来年度の実施に向けての準備を行いました。各社から推薦され実技試験に携わった東京都技能検定委員４名、事務局１名の計５名が出席しました。
また、令和２年３月６日（金）は、令和２年度後期技能検定の試験に向けて、試験用器材の点検を東京都技能検定委員にて行う予定でしたが、新型コロナウイルス感染症対策のため、延期いたしました。
令和２度前期

光学機器製造（光学ガラス研磨作業）

第二回中央技能検定委員会開催
令和２年１月２４日（金）に新宿区西新宿の中央職業能力開発協会にて、第二回中央技能検定委員会が開催されました。学科試験問題、実技試験問題等の審議が行われました。最終確認が令和２年２月２０日（木）に予定されていましたが、順調に審議がすすんだため、第二回の委員会にて、最終確認が終了しました。当協会推薦の光学各社の中央技能検定委員とともに、当協会からも、事務局長が中央技能検定委員として参加しました。

令和元年度後期
ISO/TC172/SC1/WG1/WG2合同委員会
令和２年２月４日（火）に港区の機械振興会館にて、ISO/TC172/SC1/WG１/WG2合同委員会が開催されました。昨年１１月に中国杭州で開催されたISO/TC172/SC1会議等の報告が行われました。また、２月１２日（水）に予定ISO/TC172/SC1/WG1のWEB会議での議題、ISO/PWI　１５３６８DISに関して審議を行いました。
「労働安全衛生法第２８条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による健康障害を防止するための指針の一部を改正する件」
の周知について（協力依頼）
（基発　０２０７　第１号）
令和２年２月７日付で、厚生労働省労働基準局長より当協会会長宛に協力依頼を受領しました。以下はその抜粋。

労働基準行政の推進につきましては、平素より御協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号。以下「法」という。）第２８条第３項において、厚生労働大臣は、がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのある化学物質で厚生労働大臣が定めるものを製造し、又は取り扱う事業者が当該化学物質による労働者の健康障害を防止するための指針を公表することとされており、労働安全衛生法第２８条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による健康障害を防止するための指針（健康障害を防止するための指針公示第２３号（最終改正　平成２８年３月３１日付健康障害を防止するための指針公示第２６号。）以下「がん原生指針」という。）が公表されております。
先般、厚生労働省における「化学物質のリスク評価検討会」の「有害性評価小検討委員会」における検討の結果、アクリル酸メチル及びアクロレインについて実験動物にがんを引き起こすことが確認され、ヒトに対するがん原生は現在かくていしていないものの、労働者がこの物質に長期間ばく露された場合に、がんを生ずる可能性が否定できないことから、がん原生指針により健康障害防止措置について指導をおこなうことが適当との結論が得られたところです。
さらに、厚生労働省における「化学物質による労働者の健康障害防止措置に係る検討会」において、
1 上記結論を踏まえ、アクリル酸メチル及びアクロレインについてがん原生指針に定める措置と同様の措置を講じることが必要であること
2 がん原生指針の対象物質のうちメタクリル酸２，３－エポキシプロピルについて、作業環境測定の方法及び測定結果の評価に用いる指標（以下「作業環境測定方法等」という。）に係る技術的な検討の成果について、その内容は妥当であり、がん原生指針に反映させることが必要であること
との結論が得られました。
　以上を踏まえ、今般、「労働安全衛生法第２８条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による健康障害を防止するための指針の一部を改正する件（令和２年２月７日付け健康障害を防止するための指針公示２７号。以下「指針公示第２７号」という。）」を公示したところです。
就きましては、貴団体におかれましても新指針の趣旨をご理解いただき、新指針及び下記の留意事項について傘下会員に対する周知を図られますとともに、がん原生指針の対象物質による健康障害の防止対策が適切に行われようお願い申し上げます。

新型コロナウイルス感染症により影響を受ける下請等中小企業との取引に関する配慮について
経済産業省及び中小企業庁
令和２年２月１４日付で、経済産業省及び中小企業庁事業環境部より当協会会長宛てに要請文書を受領しました。以下はその抜粋。
平素よりお世話になっております。
本要請文書は、今般の中華人民共和国で感染が拡大している新型コロナウイルスの発生に伴い、中国国内の生産活動の停滞や機械部品等の輸入の遅延等による我が国製造業のサプライチェーンへの悪影響等、取引上の影響は、全国の親事業者、下請事業者に広がる可能性があります。
過去の自然災害発生時においても被災した下請中小企業に災害のしわ寄せが向かわないよう要請を行っているところでもあり、今般の新型コロナウイルス感染症の影響により、経営基盤の弱い中小企業者・小規模事業者に対する影響を最小限とするため、業界団体代表者各位に対して、下請中小企業との取引に際し、適正なコスト負担を伴わない短納期発注や部品の調達業務委託等の負担の押し付けないよう、傘下の会員企業（親事業者となりうる事業者）へ周知いただくことを要請するものです。
本趣旨にご理解・ご協力の程よろしくお願いいたします。
＜要請内容＞
・親事業者においては、今回の新型コロナウイルス感染症の発生に伴って、下請事業者に対し、①通常支払われる対価より低い対価による下請代金の設定、②適正なコスト負担を伴わない短納期発注や部品の調達業務の委託など、負担を押し付けることがないよう、十分留意すること
・親事業者においては、今回の新型コロナウイルス感染症により影響を受けた下請事業者が、事業活動を維持し、又は今後再開させる場合に、できる限り従来の取引関係を継続し、あるいは優先的に発注を行うよう配慮すること

会員短信
（カメラ映像機器工業会、日本写真映像用品工業会、日本望遠鏡工業会）
カメラ映像機器工業会が主催し、日本写真映像用品工業会が協賛、日本望遠鏡工業会が協力したカメラと写真映像の情報発信イベント「ＣＰ＋2020」（２月２８日(木)～３月３日(日)）が新型コロナウイルス感染症の影響により、中止となりました。









以上
平成３１年１月～令和元年１２月生産・出荷累計統計
（これは、平成３１年１月から令和元年１２月までの1年間の生産・出荷累計統計です。
速報値での累計なので今後修正が入る可能性があります。）
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	2,423,955
(0.74)
	116,632
(0.74)
	3,874,741
(0.76)
	2,712,465
(0.75)
	139,531
(0.83)
	3,740,894
(0.80)
	118,569
(0.43)

	フィルム

カメラ
	83,575
(0.86)
	88,062
(0.90)
	68,371
(0.90)
	82,701
(0.91)
	90,885
(0.98)
	67,987
(0.84)
	11,211
(1.13)

	交換レンズ


	2,126,081
(0.75)
	120,178
(0.73)
	1,627,142
(0.82)
	3,289,878
(0.77)
	149,165
(0.77)
	399,730
(0.86)
	625,899
(1.11)

	光学・精密

測定機
	290,106
(0.93)
	69,052
 (0.87)
	-
	321,661
(0.93)
	72,532
(0.89)
	-
	34,864
(1.09)

	光分析機器


	172,055
(1.00)
	243,338
(1.02)
	-
	177,927
(1.00)
	252,821
(1.03)
	-
	6,533
(0.86)

	測量機


	56,492
(0.82)
	8,508
(0.76)
	-
	113,146
(0.82)
	17,100
(0.85)
	-
	13,094
(1.05)

	合　計


	  -    


	645,770
(0.86)
	-
	-

	722,034
(0.90)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比
令和元年１２月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル
カメラ
	220,411
(0.90)
	10,743
(0.81)
	337,857
(1.00)
	205,867
(0.76)
	9,998
(0.72)
	337,873
(1.18)
	118,569
(0.43)

	フィルム

カメラ
	7,085
(0.95)
	6,896
(0.90)
	6,451
(1.12)
	6,934
(1.00)
	6,884
(0.95)
	5,458
(0.89)
	11,211
(1.13)

	交換レンズ


	162,055
(0.74)
	8,680
(0.60)
	103,217
(0.64)
	220,803
(0.76)
	9,505
(0.70)
	27,157
(0.68)
	625,899
(1.11)

	光学・精密
測定機
	15,009
(0.67)
	5,870
 (0.87)
	-
	18,692
(0.67)
	6,574
(0.85)
	-
	34,864
(1.09)

	光分析機器

	13,784
(1.00)
	21,741
(1.04)
	-
	14,302
(0.97)
	22,729
(1.02)
	-
	6,533
(0.86)

	測量機


	4,873
(0.94)
	737
(0.83)
	-
	10,240
(1.04)
	1,408
(0.89)
	-
	13,094
(1.05)

	合　計


	  -    

	54,667
(0.85)
	-
	-

	57,098
(0.86)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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